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第1章 笠間市下水道事業の現状と推移 

本市では、汚水処理事業として公共下水道事業、農業集落排水事業および浄化槽設置整備

事業を有しています。このうち、公共下水道事業は平成 30年度に、農業集落排水事業は令

和 5 年度に地方公営企業法を適用し、会計方式を官庁会計方式から企業会計方式へ移行し

ました。これにより、これら事業では財務状況や経営成績がより明確に把握できるようにな

りました。さらに、農業集落排水事業の地方公営企業法適用時には、公共下水道事業と農業

集落排水事業の会計を統合することで、下水道事業としてより効率的な事業運営が行える

体制としました（以下、公共下水道事業と農業集落排水事業をあわせて「下水道事業」とい

う）。 

しかし、企業会計方式に移行するだけで経営が改善されるわけではありません。経営を改

善し、将来にわたり安定して事業を継続させるためには、経営状況をより明確にして、経営

の健全化・効率化を図っていく必要があります。 

このため、本市では令和 2年度に公共下水道事業の経営戦略を策定しました。また、農業

集落排水事業についても平成 28 年度に、地方公営企業法の適用前でしたが、経営戦略を策

定し、将来にわたり安定したサービスを提供するべく事業運営をしています。 

一方、経営戦略を策定以降、下水道事業を取り巻く環境は大きく変化しました。これら環

境の変化として、加速する人口減少による使用料収入の減少、人件費や物価の上昇による維

持管理費などの支出の増加、豪雨による浸水災害や地震災害の激甚化・頻発化への対応、DX

による業務効率化技術の向上などが挙げられます。 

今後の事業運営においては、上記の環境の変化も踏まえ、現状および将来の財政状況を的

確に把握し、将来にわたり安定した経営を行う必要があることから経営戦略を改定します。 

なお、浄化槽設置整備事業は一般会計で行っている事業であるため、対象外としています。 
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本市の公共下水道事業の概要を表 1-1 に、農業集落排水事業の概要を表 1-2 に示します。 

公共下水道事業は笠間地区、友部地区、岩間地区の市街地 3地区で、農業集落排水事業は

市原地区、北川根地区、安居地区、枝折川地区、岩間南部地区および友部北部地区の農村地

域 6地区で供用しています。 

 
表 1-1 公共下水道事業の概要 

 
※令和 6 年 3 月 31 日現在 

 
表 1-2 農業集落排水事業の概要 

  
※令和 6 年 3 月 31 日現在 

 

  

笠間地区 友部地区 岩間地区

全体計画区域 ha 825.0 1,403.0 585.0 2,813.0 （合計）

事業認可計画区域 ha 412.0 929.0 318.0 1,659.0 （合計）

整備済面積 ha 388.0 833.0 298.0 1,519.0 （合計）

整備率 % 94.2 89.7 93.7 91.6 （平均）

計画人口 人 9,580 22,980 6,250 38,810 （合計）

処理区域内人口 人 7,057 22,084 5,844 34,985 （合計）

水洗化人口 人 6,076 20,956 5,119 32,151 （合計）

水洗化率 % 86.1 94.9 87.6 91.9 （平均）

管路延⾧ km 76.3 213.5 63.2 353.0 （合計）

マンホールポンプ数 か所 13 61 （合計）

ポンプ場数 か所 1 3 （合計）

処理施設数 1 2 （合計）

供用開始 H14.4.1

経過年数 24

地区名

48

事業区分

2

1

H4.3.31

34

公共下水道事業

－

－

友部・笠間広域

公共下水道

岩間

公共下水道
合計

または平均

整備済面積 ha 66.0 190.0 64.2 37.0 66.0 59.0 482.2 （合計）

整備率 % 100.0 100.0 100.2 99.9 100.0 100.0 100.0 （平均）

計画人口 人 1,890 2,920 1,390 1,930 1,800 2,730 12,660 （合計）

処理区域内人口 人 909 1,581 672 710 1,051 1,741 6,664 （合計）

水洗化人口 人 879 1,407 651 449 909 1,194 5,489 （合計）

水洗化率 % 96.7 89.0 96.9 63.2 86.5 68.6 82.4 （平均）

管路延⾧ km 23.9 29.7 10.0 16.4 18.7 29.8 128.4 （合計）

マンホールポンプ数 か所 13 29 6 16 9 37 110 （合計）

処理施設数 1 1 1 1 1 1 6 （合計）

供用開始 H11.3.31 H15.10.1 H12.12.1 H19.8.1 H19.12.1 H25.11.1

経過年数 27 22 25 18 18 12

農業集落排水事業

友部北部

地区

岩間南部

地区

枝折川

地区
安居地区北川根地区地区名

事業区分

－

市原地区
合計

または平均

－
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1-1. 笠間市人口の推移 

本市の行政人口は、合併後の平成 17 年度末では 82,017 人でしたが、令和 5年度末時点

で 72,918 人と減少しています。今後も、この傾向が続くと考えられ「国立社会保障・人口

問題研究所」（以下、「社人研」という。）の令和 5年 4月公表の将来行政人口推計に基づく

令和 16 年度の人口も 63,005 人と減少を見込んでいます（図 1-1）。 

 

 
※令和 16 年度の人口は推計値 

図 1-1 笠間市の人口の推移 

 

1-2. 水洗化率（接続率）の推移 

公共下水道事業では平成 26 年以降、処理区域内人口はほぼ一定で推移しており、水洗化

人口は増加していますが、今後は人口減少の影響を受け、減少していくものと推測されま

す。なお、令和 5 年度末時点において、水洗化率は 3地区平均で 91.9%となっています（図

1-2）。 

一方、農業集落排水事業でも処理区域内人口はほぼ一定で推移しているものの、水洗化

人口は微増であり、令和 5 年度末時点において、水洗化率は 6 地区平均で 82.4%となって

います（図 1-2）。特に、枝折川地区および友部北部地区で水洗化率が低い値となっており、

今後も接続の促進を図っていきます。 
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公共下水道事業 

 

農業集落排水事業 

 
図 1-2 水洗化率の推移（左：公共下水道事業、右：農業集落排水事業） 

 

1-3. 企業債償還金および企業債残高の推移 

下水道事業におけるこれまでの施設建設等に伴う企業債残高は、令和6年度末時点で150

億円を超えています（図 1-3）。 

一方、公共下水道事業は施設整備がほぼ完了しており、農業集落排水事業の施設整備は

完了していることから、将来の企業債残高は減少する見込みで、令和 16年度における企業

債残高は約 113 億円となる見込みです。 

 

図 1-3 企業債償還金（元金、利子）および企業債残高の推移 
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第2章 経営の基本方針および計画期間 

2-1. 経営の基本方針 

本市では、全国的な傾向と同様に、人口減少、少子高齢化社会が進展している状況にあり

ます。このような状況から、持続可能な下水道事業の経営の実現に向け、全体計画の見直し

等による事業の最適化を図る一方で、引き続き良好な水辺環境があるまちづくりを目指す

ため、効率的で効果的な事業を実施していく必要があります。 

本経営戦略では、茨城県が策定した上位計画である「那珂川・久慈川流域別下水道整備総

合計画」を踏まえ、以下の 3項目を経営の基本方針とします。 

 

1.コスト縮減や施設の長寿命化を図り、持続可能な安定した経営基盤の確立を目指します。 

2.広域化・共同化を進め、施設の最適化を図ります。 

3.良好な水辺環境を確保するため、下水道施設の適正な維持管理に努めます。 

 

2-2. 計画期間 

計画期間は、令和 7年度から令和 16 年度までの 10 年間とします。 
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第3章 投資財政計画 

3-1. 計画の策定方法等 

経営の基本方針をもとにした経営戦略の策定について、前提条件は次のとおりです。 

 

収益的収支の前提条件 

収支項目 前提条件 

収益 

使用料収入 

将来の人口予測から有収水量をもとめ、さらに、使用料単価に有収水

量を乗じて推計 

※使用料単価は令和 5 年度決算値をもとに令和 7 年度以降固定推移 

一般会計繰入金 

基準内繰入金 繰出基準に基づき推計 

基準外繰入金 繰出基準に基づかない、主に収入の不足を推計 

長期前受金戻入 

固定資産の取得に充てた財源である国庫補助金等を計上した長期前受

金から、固定資産の減価償却費等見合い分を順次収益化するものとし

て推計 

雑収益等 
令和 4 年度決算～令和 6 年度決算見込みの 3 年平均を令和 7 年度以降

固定推移 

費用 

職員給与費 
令和 6 年度決算見込みをもとに、公表されている複数の物価上昇率を

検討し、1%増として推計 

維持管理費 

（職員給与費を除く。） 

令和 6 年度決算見込みをもとに、公表されている複数の物価上昇率を

検討し、物価上昇率 1%増として推計 

委託料ではさらに計画による数値を考慮 

減価償却費 法定耐用年数に基づき個別に推計 

資産減耗費 
令和 4 年度決算～令和 6 年度決算見込みの 3 年平均を令和 7 年度以降

固定推移 

企業債利息 
企業債の元利償還見込に基づき、計画期間中の新規発行債の償還利息

を個別に算定 

 

資本的収支の前提条件 

収支項目 前提条件 

収入 

企業債 
将来計画している建設改良費の財源に充てる企業債について推計 

資本費平準化債について推計 

他会計出資金 操出基準に基づく償還元金に対する繰入を推計 

国庫補助金 将来計画している建設改良費の財源として推計 

工事負担金 将来計画している建設改良費の財源として推計 

支出 

建設改良費 建設改良費については、建設事業計画から推計 

企業債償還金 
企業債の元利償還見込に基づき、計画期間中の新規発行債の償還元金を

個別に算定 
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3-2. 投資計画 

今回の見直しにおいて公共下水道事業の投資計画では、「ストックマネジメント計画」に

よる費用を採用し、投資額の平準化を図りながら収支均衡がなされるよう検討します。 

一方、農業集落排水事業の投資計画では、現在市原・安居地区のみ策定されている「最

適整備構想」で計画期間内に更新する安居地区の費用を採用し、投資額の平準化を図りな

がら収支均衡がなされるよう検討します。 

公共下水道事業および農業集落排水事業における将来の投資計画は表 3-1 および表 3-2

のとおりです。 

公共下水道事業では施設整備がほぼ完了していることから、令和 11年度以降、管渠の新

設はないものとして推計します。一方で、施設の老朽化が進んでいることから管渠、処理

場ともに更新費用を計上しています。これら更新事業は、ストックマネジメント計画に基

づき、管渠においては、老朽管の調査点検などを行い、その結果に基づき更生工事を行い、

また、処理場およびポンプ場については、電気・機械設備等の更新工事を計画的に実施し

てまいります。 

なお、現在、茨城中央工業団地（笠間地区）への企業誘致を進めており、新規企業立地

による当工業団地からの汚水量が増加する場合には、施設の増設などを検討します。 

また、農業集落排水事業では、6地区の整備が完了し、今後の拡大計画がないことから、

管渠の新設はないものとして推計します。なお、令和 16年度より最適整備構想に基づく更

新を未実施の 4地区について順次実施する予定となっており、次に予定している北川根地

区はマンホールポンプの設置基数が多いため、管渠の更新費用が大きく増加します。 
 

表 3-1 公共下水道事業の投資計画 

 
※公共下水道事業については、令和 11 年度以降は管渠の新設はないものとして推計しているため、0 となります。 

 

 
表 3-2 農業集落排水事業の投資計画 

 
※農業集落排水事業については、管渠の整備は終了しているため、新設は 0 となります。 

 

3-2-1.投資の平準化 

公共下水道事業では令和元年度にストックマネジメント計画を策定し、以降 5 年ごと

に改定を行います。また、農業集落排水事業では市原地区、安居地区について最適整備構

想を策定しており、安居地区の機能強化更新工事が完了した翌年の令和 13年度に、残り

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
管渠（新設） 80.8 25.4 25.4 25.5 25.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
管渠（更新） 160.0 214.5 215.0 215.4 215.9 222.0 222.5 223.0 223.6 224.1 224.7
処理場および
ポンプ場（更新）

70.3 271.8 378.3 379.0 379.6 380.3 380.9 381.6 382.3 383.0 383.7

単位:百万円
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

管渠（新設） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
管渠（更新） 3.8 6.5 6.5 5.2 64.6 4.7 4.0 4.8 4.8 5.2 226.3
処理場（更新） 129.2 41.7 41.7 35.1 45.2 213.4 260.6 33.8 33.8 30.7 31.5
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の 4 地区も含めて最適整備構想を見直す予定です。 

これら計画により適切な点検・調査を実施し、緊急度の高い施設から優先的かつ計画的

に改築・更新・統合を行い、投資の平準化をすすめます。また、予防保全型の維持管理に

努め、耐用年数の延伸とライフサイクルコストの縮減を行っていきます。 

 

3-3. 財政計画 

下水道事業では、公営企業として独立採算性の原則のもと運営に伴う経費については、

汚水処理にかかる経費を利用者からの使用料で負担することが原則とされています。 

今後は、人口減少に伴い使用料収入も減少して推移する見込みです。それに比例し、有

収水量（※）も減少することを見込んでいます（表 3-3）。 

将来にわたり持続可能な経営を維持するため、利用者負担の原則に基づき、使用料を改

定するなど適正な使用料のあり方を検討してまいります。 

※有収水量…下水道施設で処理される汚水のうち、下水道使用料の対象となる水量 

 

表 3-3 使用料収入の推移（上段：過去 4 年間、下段：令和 6 年度および計画期間） 

 
 

一般会計繰入金は、総務省が定める繰出基準によって、繰り入れの対象や、繰入金の算

定方法等が定められています。 

しかしながら、繰出基準に基づく基準内繰入金だけでは収入が不足するため、不足分を

繰出基準に基づかない基準外繰入金で補っているのが現状です。 

本市では、令和 5年度から資本費平準化債の借入額を増加させることで基準外繰入金を

縮減しています（表 3-4）。 

今後もコストの縮減や不明水対策、また、下水道接続率の向上など、有収率の向上に取

り組み、徐々に基準外繰入金を縮減しながら下水道事業の健全な経営に努めてまいります。 

 
表 3-4 一般会計繰入金（収益的収入・資本的収入合計）の推移 

（上段：過去 4 年間、下段：令和 6 年度および計画期間） 

  

R2 R3 R4 R5
使用料収入（千円） 663,837 675,316 768,973 788,744

有収水量（千㎥） 4,284 4,353 4,395 4,385
有収率（％） 66.5 62.2 66.8 62.5

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
使用料収入（千円） 807,038 806,425 805,118 805,899 802,151 800,342 798,350 797,776 792,632 789,709 786,533

有収水量（千㎥） 4,487 4,484 4,477 4,482 4,462 4,452 4,441 4,438 4,409 4,393 4,376
有収率（％） 65.9 66.1 66.1 68.0 69.9 71.8 73.6 75.5 77.3 79.1 81.0

R2 R3 R4 R5
基準内繰入金 895,654 957,565 800,391 623,360

基準外繰入金 401,622 350,165 493,801 226,364

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16
基準内繰入金 695,821 736,538 731,991 725,736 707,967 706,704 690,500 681,402 666,080 667,947 677,587

基準外繰入金 91,803 62,200 63,200 62,200 75,200 78,200 81,200 83,200 86,200 89,200 90,200

単位:千円
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3-4. 投資以外の経費計画 

3-4-1.広域化・共同化 

下水道事業は、多くのストック（下水処理場や管路など）を抱えていますが、今後、人

口が減少していく中でこれらストックを維持することが厳しくなっていくことが予想さ

れます。 

これらを解決する手段として、処理施設の統廃合や、県が運営する流域下水道への統合

など、汚水の共同処理や事業運営の広域化が考えられます。 

本市では令和 4年度に広域化・共同化に関する検討を行い、将来的に公共下水道処理区

域の統合や、農業集落排水処理区域の公共下水道等への統合が効果的であると考え、広域

化・共同化計画を策定しました（表 3-5、表 3-6）。 

今後は、広域化について県との協議を進め、さらなる事業運営の効率化に向けて具体的

な検討を行います。 
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表 3-5 下水道事業運営における主な課題と対応策（広域化・共同化メニュー） 

 

 

表 3-6 想定スケジュール 

 
※ 令和 4 年度末時点。5 年ごとに状況によって見直すもの。次回、令和 9 年度に見直しの予定。

関連市町村

課題1 経営改善に伴う将来計画の見直し ⇒対応策1 全体計画区域の見直し（縮小） －

課題2 浄化センターいわまの老朽化、維持管理費の増大 ⇒対応策2 浄化センターいわまの廃止（浄化センターともべと統合）　岩間処理区 ハード －

課題3 農業集落排水施設の老朽化、維持管理費の増大 ⇒対応策3
農業集落排水施設の更新又は廃止（浄化センターともべと統合）の検討　市原
地区、安居地区、北川根地区、枝折川地区、友部北部地区

ハード －

課題4 〃 ⇒対応策4 農業集落排水施設の廃止（霞ヶ浦流域へ統合）　岩間南部地区 ハード 茨城県、霞ヶ浦流域関係市町村

課題5 浄化センターともべの老朽化、維持管理費の増大 ⇒対応策5
浄化センターともべの更新又は廃止（那珂久慈流域へ統合）の検討（岩間南部
地区を除く全域）

ハード 茨城県、那珂久慈流域関係市町村

課題6 施設、管路等の維持管理費の増大、 ⇒対応策6 包括的管理委託の共同発注によるコスト縮減、人員確保 ソフト 近隣市町村

課題7 下水道台帳の電子化 ⇒対応策7 共同発注によるコスト縮減、同一システムによる災害時の応援体制の確立 ソフト 近隣市町村

主な課題 対応策（広域化・共同化メニュー）およびハード／ソフト区分

協議

協議 計画変更 設計 工事

概略検討・関係機関協議 計画変更 設計

概略検討・関係機関協議 計画変更 設計

概略検討・関係機関協議 計画変更 設計 工事

各種検討・協議調整

各種検討・協議調整

工事

農業集落排水施設の廃止（霞ヶ浦流域へ統
合）　岩間南部地区

農業集落排水施設の更新又は廃止（浄化センターとも
べと統合）の検討　市原地区、安居地区、北川根地区、
枝折川地区、友部北部地区

共同発注によるコスト縮減、同一システムに
よる災害時の応援体制の確立

包括的管理委託の共同発注によるコスト縮
減、人員確保

浄化センターともべの更新又は廃止（那珂久慈流域へ
統合）の検討（岩間南部地区を除く全域）

工事
広域化・
共同化
メニュー

対応策1
計画変更

2033
（R15）

2034
（R16）

計画区分

浄化センターいわまの廃止（浄化センターとも
べと統合）　岩間処理区

全体計画区域の見直し（縮小）

対応策4

対応策7

対応策5

対応策6

2032
（R14）

対応策2

対応策3

事業内容
2040
（R22）

2035
（R17）

2036
（R18）

2037
（R19）

2038
（R20）

長期

2020
（R2）

2021
（R3）

2022
（R4）

2023
（R5）

2024
（R6）

2025
（R7）

2026
（R8）

2027
（R9）

2028
（R10）

短期 中期

2029
（R11）

2030
（R12）

2031
（R13）

2039
（R21）
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3-4-2.脱炭素への取組み 

近年、地球温暖化の影響とみられる自然災害の激甚化・頻発化が大きな問題となってお

り、温室効果ガス排出量の削減が急務となっています。 

本市では平成 20 年に笠間市役所地球温暖化対策率先実行計画を策定し、現在、第 4期

の計画を推進しているところです。また、令和 3 年には第 2 次笠間市環境基本計画を見

直すとともに、「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、2050 年までにカーボンニュートラル

実現を目指すことを表明しました。 

以上のように、本市では早期より温室効果ガス排出量削減に向けて取り組んでいます。 

これを受けて、下水道事業でも温室効果ガス排出量削減に向けた取組を進めていく必

要があります。令和 5年度における下水道事業の CO2排出量は 570t-CO2で、本市の行う事

務事業の約 1.8%となっており、排出量が多い事業となっています。 

今後は、水環境の保全のため水質を維持しつつも、省エネ設備の導入や太陽光発電設備

の導入など、温室効果ガス排出量削減に向けて取り組んでいきます。 

 

3-4-3.下水道 DX 

本市では笠間市デジタル・トランスフォーメーション（DX）計画を策定し、これまで行

政サービスのオンライン化による利便性の向上、デジタル化による行政運営の効率化、デ

ジタル社会実現のための環境整備を推進し、DX の実現につながる既存プロセスをデジタ

ル化・自動化するデジタイゼーションに取り組んできました。 

下水道事業では、老朽化施設の急増、人口減少等による厳しい経営環境および国・地方

公共団体の財政状況の悪化などの問題が深刻化しています。このような状況下でも、適切

な維持管理や計画的な改築更新の実施を含む中長期的な観点からの収支構造の適正化、

および広域化・共同化の推進等により、持続可能な下水道サービスが必要となっています。 

そのためには、組織の実情・目的に応じたアセットマネジメントの導入を促進するとと

もに、台帳の電子化、共通プラットフォームの構築および AI の活用による運転操作の最

適化等を図るデジタルトランスフォーメーション（DX）の取組を推進していくことが必要

と考えられます。 

 

3-4-4.不明水対策 

本市の公共下水道事業では、老朽化が進んでいる管渠で、劣化などにより亀裂が生じ、

そこから雨水等（不明水）が侵入することで、汚水処理水量が増加しています。このため、

本市の有収率は約 60%程度と、全国的に見ても大変低い状況となっています。 

不明水は、汚水処理費用の増大につながり、下水道事業の経営を圧迫する大きな要因の

一つとなっています。 

現在、不明水対策として、老朽管へのカメラ調査等を実施し、破損個所の修繕等を進め

ていますが、現在の対策では十分ではありません。 
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今後は、流量調査による水量増加の著しい範囲の特定をした後、カメラ調査を実施し、

破損個所の修繕をするなど、より効率的かつ効果的に不明水対策を講じていきます。 

計画最終年度までに有収率 80%以上を目標とし、汚水処理費用の縮減に努めます。 

 

3-4-5.民間活力の活用および PPP/PFI 

(1) 民間活力の活用 

本市では、以下の業務について民間活用（包括的業務委託）を行っていますが、今後

も更なる業務の民間活用を検討していきます。 

・窓口受付業務 

・料金徴収業務 

・料金等の各種問合わせに関する業務 

・処理場等の施設管理に関する業務 

・汚泥の処理に関する業務 

 

(2) ウォーターPPP 

今後、全国の自治体で人口減少による使用料収入減少などにより、公共施設の建設、

維持管理、運営やサービスの提供が厳しくなっていくと考えられます。そのような中、

政府はこれら公共の施設とサービスに民間の創意工夫を最大限活用するため、PPP/PFI

推進アクションプランを策定しています。特に、水道事業、下水道事業および工業用水

事業においては、令和 5年度に改定された PPP/PFI 推進アクションプランで「ウォータ

ーPPP」を強く推進しており、下水道事業では令和 13 年度までに全国で 100 件の導入

を目標としています。 

ウォーターPPP は、官民連携方式として国交省が提唱している施策で、①長期契約（原

則 10年）、②性能発注、③維持管理と更新の一体マネジメント、④プロフィットシェア

（企業努力や新技術などでコスト縮減ができた場合、縮減分を官民でシェアする）を特

徴としています。ウォーターPPP とは、維持管理だけでなく、施設や設備の更新につい

ても民間活力を有効に利用することで効率的な運営を図ります。 

さらに、国交省は令和 9年度以降に汚水管改築の交付金等を受けるためには、ウォー

ターPPP を導入決定済みであることを要件付けました。 

本市でも、老朽化により改築が必要な管渠が増加することなどから、更なる民間活力

を取り入れるべく、ウォーターPPP の導入を進めます。 

今後は、令和 7年度に導入可能性調査を実施し、令和 10 年度の導入を目標に計画を

進めていきます。 
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3-5. 収支バランス 

計画期間の収益的収支を表 3-7 に示します。 

増加傾向にある収益的支出について、一般会計繰入金で賄っている状況です。 

収益的支出は、費用の削減に取り組んでいきますが、毎年物価上昇率を考慮しているこ

となどの影響で、費用全体として徐々に増加していく見込みです。 

 

表 3-7 収益的収支の推移（上段：過去 4 年間、下段：令和 6 年度および計画期間） 

 

 

当期純利益、繰越利益剰余金および資金残高を表 3-8 に示します。 

収益的収支の結果である当期純利益については、今後毎年 1千万円程度の水準を維持す

る見込みです。また、資金残高は令和 16 年度末時点で 6億 4千万円を見込んでいます。 

 

表 3-8 当期純利益、繰越利益剰余金および資金残高の推移 

（上段：過去 4 年間、下段：令和 6 年度および計画期間） 

 

 

  

R2 R3 R4 R5
収益的収入 2,001 2,154 2,099 2,094
収益的支出 1,843 1,934 1,912 2,106
基準内繰入金 765 821 664 504
基準外繰入金 28 78 85 95

単位:百万円
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

収益的収入 2,241 2,174 2,179 2,166 2,170 2,189 2,204 2,222 2,230 2,246 2,255
収益的支出 2,255 2,164 2,169 2,155 2,159 2,179 2,193 2,212 2,219 2,235 2,244
基準内繰入金 581 618 622 619 614 626 636 647 657 668 678
基準外繰入金 92 62 63 62 75 78 81 83 86 89 90

R2 R3 R4 R5
当期純利益 133 244 188 △ 17
繰越利益 73 160 179 162
資金残高 951 1,074 614 496

単位:百万円
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

当期純利益 △ 14 11 10 11 11 11 11 11 11 11 11
繰越利益 147 158 168 179 189 200 211 222 233 243 254
資金残高 571 636 692 756 776 784 799 792 750 704 640
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計画期間の資本的収支を表 3-9 に示します。 

資本的支出の建設改良費および資本的収入の財源については、将来の投資計画をもとに

推移しています。資本的収支不足額に充当する補てん財源が不足することのないよう、資

本的収入および資本的支出のバランスを図りながら事業を進めてまいります。また、一般

会計繰入金についても年々減少を見込んでいます。 

 

表 3-9 資本的収支の推移（上段：過去 4 年間、下段：令和 6 年度および計画期間） 

 
 

  

R2 R3 R4 R5
資本的収入 2,489 1,675 1,149 1,002
資本的支出 3,168 2,431 1,843 1,840
内部留保資金 580 666 717 627
基準内繰入金 131 136 137 119
基準外繰入金 374 273 409 131

単位:百万円
R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

資本的収入 1,119 1,267 1,370 1,349 1,339 1,385 1,345 1,034 926 850 986
資本的支出 1,847 1,963 2,083 2,057 2,096 2,170 2,138 1,861 1,783 1,723 1,883
内部留保資金 631 699 760 824 849 861 877 861 820 775 722
基準内繰入金 115 119 110 106 94 81 55 34 10 0 0
基準外繰入金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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3-6. 下水道使用料の見直しに関する事項 

本市の下水道事業は地方公営企業法を適用しており、公営企業として独立採算での運営

が原則となります。しかし、下水道事業は汚水を処理するための経費や施設・設備の整備

に多額の費用がかかるため、企業債や国県からの補助金の他に、一般会計からの基準外繰

入金で補っている状況です。 

このため、本市では基準外繰入金を縮減し本市財政負担を抑制するため、令和 4年度に

使用料を改定しました。 

ここでは、使用料改定の効果を検証するとともに、今後の下水道使用料の見直しの必要

性について検討しました。 

なお、効果の検証および見直しの必要性については、経費回収率を指標として検討しま

した。経費回収率は、汚水を処理するための費用を使用料収入でどの程度賄えているかを

示す指標で、100%を超過する場合は汚水を処理するための費用を使用料収入で賄えている、

100%未満の場合は汚水を処理するための費用を使用料収入で賄えていない状況となりま

す。 

 

ここで、表 3-10 に計画期間内における経費回収率の推移を示します。 

公共下水道事業における経費回収率は、計画最終年度の令和 16 年度で 100.0%となって

いますが、農業集落排水事業では 45.7%と低い値となっています。 

このため、下水道事業全体の令和 16 年度における経費回収率は 87.8%となり、汚水を処

理するための費用を使用料収入で賄えていないと示されました。 

 

表 3-10 令和 6 年度および計画期間における経費回収率 

（上段：過去 4 年間、下段：令和 6 年度および計画期間） 

 

※農業集落排水事業は、令和 4 年度以前は地方公営企業法適用前であるため、試算方法が異なる 

 

下水道事業として経費回収率が 100%を下回り、使用料収入で汚水を処理するための費用

が賄えていないことが示され、計画最終年度に経費回収率を 100%とするためには使用料を

約 15%増額することが必要であると試算されました。 

前回の令和 4年度の使用料改定時では、安定した経営を持続させるためには 5年ごとの

料金見直しが必要であると結論付けられ、下水道審議会からも同様の意見の答申を受けま
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した。そこで、この検討における使用料改定時期は令和 4年度から 5年後の令和 9 年度と

しました。 

これにより、令和 9 年度に使用料を 15%程度増額改定すると想定し、シミュレーション

を行ったところ、改定後の経費回収率は 100%を超過し、使用料収入により汚水を処理する

ための費用が賄えることが示されました（表 3-11 および図 3-1）。 

 

表 3-11 令和 6 年度および計画期間における経費回収率（令和 9 年度に使用料を改定する場合） 

 

     

 

図 3-1 計画期間における経費回収率シミュレーション 

 

ここで、使用料を改定した場合の使用料収入の増加額について確認しました（表 3-12）。 

これにより、使用料収入の増加額は令和 9年度～令和 16 年度で平均 1 億 2千万円とな

りました。増収分については、維持管理費にあてられることで一般会計からの繰入金を縮

減することができます。 

 

表 3-12 使用料を改定した場合の使用料収入の増加額 

 
 

今後は、社会情勢や経営状況に応じて、経営基盤の強化のため、省エネ設備の導入によ

るコスト縮減や使用料改定による収益増加などを検討するとともに、一般会計からの繰

単位：%

事業区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

下水道事業全体 87.5 90.8 90.7 104.5 102.9 102.5 102.2 101.9 101.5 101.2 101.0

公共下水道事業 96.1 100.0 100.0 115.0 115.0 115.0 115.0 115.0 115.0 115.0 115.0

農業集落排水事業 48.8 51.3 51.1 59.9 55.8 55.1 54.4 54.0 53.3 52.7 52.6

単位：百万円

事業区分 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

下水道事業全体 0 0 0 121 120 120 120 120 119 118 118

公共下水道事業 0 0 0 108 107 107 106 106 105 105 104

農業集落排水事業 0 0 0 13 13 13 13 14 14 14 14
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入金の縮減を目指します。 

現状では使用料の改定率は約 15%見込まれますが、使用料の改定にあたっては、今後予

定されるウォーターPPP の導入や、社会情勢の変化に応じて事業を継続するために必要な

使用料および改定時期を検討します。 
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第4章 経営戦略の事後検証、更新等 

4-1. 経費回収率向上に向けたロードマップ 

4-1-1.経営健全化に関する定量的な業績指標および目標年限 

本経営戦略の計画期間である令和 7 年度から令和 16 年度までの 10 年間を目標年限と

します。 

経費回収率については、公共下水道事業では 100%の達成を維持し、農業集落排水事業

については現状 45%以上の維持をしています。今後も 45%以上を維持することを目標とし

ます（表 4-1）。 

毎年度のモニタリングを経て、概ね 5年後に経営戦略を改定する際、下水道使用料に関

して、他の財源確保や支出削減に注力することで利用者負担を最小限に抑えることを基

本とし、必要に応じて下水道使用料のあり方を検討することとします。 

 

表 4-1 計画期間における経費回収率（表 3-10 再掲） 

 
 

4-1-2.経費回収率向上に向けた具体的取組および実施時期 

上記に定めた経費回収率の目標を達成するため、有収率および水洗化率（接続率）の向

上を目指します。 

有収率は下水道施設で処理される汚水量のうち、下水道使用料の対象となる水量の割

合を表します。令和 5 年度現在、公共下水道では有収率が約 60%と低い値となっており、

約 40%は使用料の収入が得られない汚水（無収水量）となっています。これら無収水量は、

管路のひび割れから侵入する地下水や雨水（不明水）が原因で増加しており、下水道施設

での汚水量が増加することで汚水処理費用の増加を招きます。 

今後は、不明水調査を行い、これら結果に基づき計画的に修繕改築を実施することで有

収率の向上（無収水量の削減）を行います（「3-4-4 不明水対策」参照）。 

そして、毎年度およそ 2%の上昇を目途に計画期間最終年度の令和 16年度に、公共下水

道事業の有収水量を 80%とすることで、下水道施設での処理水量を減少させ、維持管理費

の削減を目指します（表 4-2）。 

また、水洗化率は下水道の処理区域のうち下水道に接続している人の割合であり、使用

料収入に影響します。水洗化率向上については、引き続き、未接続世帯の接続を促します。 

 

表 4-2 計画期間における有収率 

 

単位：%

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

下水道事業全体 90.8 90.7 90.9 89.5 89.2 88.8 88.6 88.3 88.0 87.8

公共下水道事業 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

農業集落排水事業 51.3 51.1 52.1 48.5 47.9 47.3 47.0 46.4 45.8 45.7

単位：%

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16

下水道事業全体 66.1 66.1 68.0 69.9 71.8 73.6 75.5 77.3 79.1 81.0

公共下水道事業 64.1 64.1 66.0 68.0 70.0 72.0 74.0 76.0 78.0 80.0

農業集落排水事業 88.6 88.6 88.6 88.6 88.6 88.6 88.6 88.6 88.6 88.6
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4-2. 進捗管理および見直しの方法 

本経営戦略については、PDCA サイクルに基づき、計画の策定（Plan）、事業の実行（Do）、

達成度の評価（Check）、改善（Action）を行い、フォローアップしていきます。このうち

達成度の評価および改善については、下記に示すように、モニタリングおよびローリング

により実施します。 

 

4-2-1.モニタリング 

投資計画の進捗確認と財政状況（収支、資金残高、企業債残高）の確認を毎年度実施し

ます。モニタリングにおいて計画との大きな乖離が認められた場合には、次に示す計画見

直し（ローリング）を待たずに、計画の全体的な見直しや再検討を実施します。 

 

4-2-2.ローリング 

計画期間の中間（5 年目）の令和 11 年度において本経営戦略の見直し（ローリング）

を行うものとします。 

見直しにあたっては、モニタリングを踏まえて、収支計画の計画値と実績の乖離状況に

ついて検証のうえ、投資計画をはじめ各支出項目を全体的に見直し、その財源確保策など、

必要な改善策を講じます。また、3年後に計画しているウォーターPPP の導入や、社会情

勢の変化に応じて、5年を待たずに見直すことも視野に入れながら検討します。 

 

 
図 4-1 PDCA サイクル 

 

DO

（実行）

CHECK

（検証）

ACTION

（改善）

PLAN

（計画）

・ 計画と実績の 
  比較検証、評価 

・ 結果に基づいた 
  事業改善 
・ 計画の見直し 

・ 計画に沿った 
  事業の実施 

・ 各年度の予算編成 
・ 従来の実績をもとにした

将来予測、計画作成 
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